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資料をご覧いただく上での注意事項
掲載している数値等は、５月２７日（令和６年度川崎市政策評価審査委員会第１部会の開催日）
時点のものであり、今後、修正・変更になる可能性があります。



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

障害者が生活しやすい環境をつくる

2

施策の概要

障害福祉サービスの充実施策(３層)

直接目標

生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり基本政策(１層)

誰もが安心して暮らせる地域のつながり・しくみをつくる政策(２層)

主な事務事業

障害福祉サービスの基盤整備事業

障害者日常生活支援事業

障害児施設事業

障害者福祉用具等支給・貸与事業

地域療育センター等の運営

障害者支援制度実施事業

概要
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実施計画に位置付けた成果指標

日中活動系サービスの利用者数成果指標①

算 出 方 法 日中活動系サービスの利用実績（各年度の３月実績）

指標の考え方
「日中活動系サービス」の利用実績を指標とすることにより、障害者の地域生活を支える環境
の充実に向けた取組の成果を測ることができる。

指標の目標値
第１期策定時

4,324人/月（H26）
第１期目標

4,865人/月以上（H29）
第２期目標

6,928人/月以上（R3）
第３期目標

7,254人/月以上（R7）

目標値の考え方

過去の実績及び見込値等を踏まえて策定した、「第５次ノーマライゼーションプラン」における
計画値に基づき、目標値を設定する。
【第２期実施計画策定時】※H30(2018)から対象の事業所に就労定着支援を追加、また、国が示す指針や過去の実績を
踏まえ必要なサービス量を算出し、目標値を変更。 ・第２期：5,094 → 6,928人／月 ・第３期：5,333 → 7,254人／月

概要

グループホームの利用者数成果指標②

算 出 方 法 市内グループホームのサービス利用実績（各年度の３月実績）

指標の考え方
グループホームの利用者数を指標とすることで、障害者が地域で自立した生活を送るための
環境の充実に向けた取組の成果を測ることができる。

指標の目標値
第１期策定時

998人/月（H26）
第１期目標

1,331人/月以上（H29）
第２期目標

1,459人/月以上（R3）
第３期目標

1,819人/月以上（R7）

目標値の考え方

過去の実績及び見込値等を踏まえて策定した、「第５次ノーマライゼーションプラン」における
計画値に基づき、目標値を設定する。
【第２期実施計画策定時】※国が示す指針及び過去の実績等に基づき、必要なサービス量を再精査し、目標値を変更。
・第２期：1,669→ 1,459人／月 ・第３期：2,093 → 1,819人／月
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実施計画に位置付けた成果指標

長期（１年以上）在院者数（精神障害）成果指標③

算 出 方 法 １年以上在院した精神障害者の年度合計

指標の考え方
精神障害者の長期在院者の状況を把握することにより、障害のある方の、地域移行の促進に
向けた取組の成果を測ることができる。

指標の目標値

第１期策定時

６５歳未満

306人（H25）

６５歳以上

345人（H25）

第１期目標

６５歳未満

271人以下（H29）

６５歳以上

290人以下（H29）

第２期目標

６５歳未満

234人以下（R3）

６５歳以上

401人以下（R3）

第３期目標

６５歳未満

189人以下（R7）

６５歳以上

368人以下（R7）

目標値の考え方

過去の実績及び見込値等を踏まえて策定した、「第５次ノーマライゼーションプラン」における
計画値に基づき、目標値を設定する。なお、６５歳以上は認知症などの長期入院による治療
が必要な疾患が発生しやすいこと等から、地域移行を促すための政策効果を分かりやすく把
握するため６５歳以上と６５歳未満に分けて目標を設定する。

【第２期実施計画策定時】
※国が示す指針及び過去の実績等に基づき、政策効果による地域移行をめざす人数を再精査し、目標値を変更
・第２期：65歳未満 223人→234人 ・第３期：65歳未満 176人→189人

65歳以上 239人→401人 65歳以上 188人→368人

概要
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実施計画に位置付けた成果指標

市内の相談支援事業所が、精神障害者の地域移行支援を実施した人数成果指標④

算 出 方 法
市内の相談支援事業所が精神科病院入院者に対し、地域移行支援を実施した人数を、毎年
実施される調査を基に算出

指標の考え方
精神障害者の地域移行支援の実施人数を把握することにより、地域の支援体制の構築状況
等、地域移行の促進に向けた取組の成果を測ることができる。

指標の目標値

第３期策定時

61人（R2）
※第３期実施計画から

新たに設定

- - 第３期目標

61人以上（R7）

目標値の考え方

精神障害者の地域移行支援を実施する相談支援事業が限られている現状を踏まえ、地域の
支援体制を充実させ、地域移行支援を実施した人数を着実に増加させるため、現状値以上の
支援の実施を目標とする。

※H28(2016)～H30(2018)までに地域移行支援を実施した人数を基準に平均値を算出し、同様の水準以上を目標とする。

概要
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本市の障害者数の推移
背景

 本市の人口は、平成18(2006)年４月１日においては約133万人でしたが、令和５(2023)年４月１日

現在では約154万人となっており、この間の人口増加率は15.7％となっています。

 本市の障害者数は、障害者自立支援法が施行された平成18(2006)年から令和５(2023)年までの

17年間で75％増加しており、人口増加率を大きく上回っています。

 各障害者手帳所持者数の推移をみると、身体障害では33.6％、知的障害では126.3％、精神障

害では274.4％それぞれ増加しています。
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施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実 7

身体障害の内訳と推移
背景

 身体障害のうち、肢体不自由の方（構成比46.4％）が最も多く、次いで内部障害※（36.9％）、聴覚

等障害（9.4％）、視覚障害（6.1％）、音声等障害（1.3％）の順となっており、障害は多様化してい

ます。なお、増加率が最も高いのは内部障害で、平成18(2006)年から令和５(2023)年までの17年
間で約1.8倍増加しています。

約1.8倍

※内部障害とは身体内部の臓器に何らかの障害があることをいい、心臓や腎臓等７障害があります。
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知的障害の内訳と推移
背景

 知的障害のうち等級別でみると、Ｂ２（軽度）の方が全体の約５割と最も多く、次いでＢ
１（中度）、Ａ２（重度）、Ａ１（最重度）の順となっています。増加率が最も高いのはＢ２（
軽度）であり、平成18(2006)年から令和５(2023)年までの17年間で約3.6倍となってい
ます。

約3.6倍



概要 背景 取組 成果 まとめ
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精神障害の内訳と推移
背景

 精神障害では、等級別でみると、２級（中度）の方が５割を超えて最も多く、次いで３級
（軽度）、１級（重度）の順となっています。増加率は、平成18(2006)年から令和５(2023)
年までの17年間で、３級が約5.9倍、２級が約3.6倍と高くなっています。

約3.6倍

約5.9倍



概要 背景 取組 成果 まとめ
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平均～

10

児童に関する相談の増加
背景

 障害に対する社会的な認識の高まり等により、地域療育センター（市内４か所）の相
談者数が増加しています。

 特に、知能指数が平均から境界域の、療育手帳に該当しないお子さんに関する相談
が目立ちます。

地域療育センターにおける待期期間の縮小と中重度の障害への重点的対応、
保育所、幼稚園、学校等に対するアウトリーチ支援の強化に向けて、
令和３年度に「子ども発達・相談センター」を川崎区と幸区の２か所に開設しました。
両センターの取組により、それぞれの特性に応じた効果的な相談支援の実施が可能と
なったことから、令和４年度以降も子ども発達・相談センターの拡充が求められていました。

（軽度）

R1新規来所者数の内訳
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施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実 11

各障害の年齢別内訳
背景

 身体障害では、６５歳以上が約７割と最も多く高齢化が進んでおり、知的障害と精神
障害では、１８歳～６４歳が最も多くなっています。知的障害では、１８歳未満も約３割
と多くなっています。

18歳未満
875人
(2.4%)

18歳〜64歳
11,051人
（29.9%)65歳以上

25,038人
（67.7％
）

身体障害
36,964人

18歳未満
4,241人
（34.2%）

18歳〜64

歳
7.652人
(61.7%)

65歳以上
513人
(4.1％)

知的障害
12,406人

18歳未満
300人

（1.9%）

18歳〜64

歳
13,764人
(84.9%)

65歳以上
2,148人
(13.2%)

精神障害
16,212人

障害者手帳所持者数の年齢別内訳[令和５(2023)年４月１日現在]

総数６５，５８２人（人口の４．３%）
うち１８歳未満 ８．３％
うち１８歳以上６５歳未満 ４９．５％
うち６５歳以上 ４２．２％
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将来の生活ニーズ①
背景

 令和４年度に障害当事者※（家族や支援者が回答しているものも含む）に実施した「川
崎市障害のある方の生活ニーズ調査」の結果では、家族・親族などの介助を受けて
いる方が、将来その介助を受けられなくなった場合、多くの方が「一人暮らし」や「グル
ープホームでの生活」など、地域での生活を希望しています。

※障害当事者とは、身体障害、知的障害、精神障害手帳所持者に加え、自立支援医療や指定難病等の医療受
給者、特別支援学校・学級の通学者等を含めた当事者のこと。

1番目に多い回答 2番目に多い回答
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将来の生活ニーズ②
背景

 「障害のある方」で介助・支援が必要な方2,572人のうち、主な介助者・支援者は、
「父」799人、「母」888人、「配偶者」569人となっています。 （複数回答）

 そのうち、障害のある方の主な介助者・支援者が「父」「母」の場合はその約２割が、
「配偶者」の場合はその５割以上が65歳以上の高齢者となっており、「障害のある方」
を支える家族の高齢化が進んでいます。

39歳以下
10.5%

40〜64歳
38.0%

65〜74歳
11.5%75〜79歳

3.1%

80〜84歳
2.6%

85歳以上
2.1%

無回答
32.0%

主な介助者・支援者「父」の年齢

39歳以下
15.2%

40〜64歳
54.1%

65〜74歳
14.0%

75〜79歳
4.8%

80〜84歳
4.4%

85歳以上
2.7%

無回答
4.8%

主な介助者・支援者「母」の年齢

39歳以下
6.3%

40〜64歳
34.4%

65〜74歳
23.0%

75〜79歳
13.7%

80〜84歳
11.1%

85歳以上
7.7%

無回答
3.7%

主な介助者・支援者「配偶者」の年齢

19.3％

25.9％
55.5％
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将来の生活ニーズ③
背景

 障害のある方が将来の生活で心配なことにつきましては、それぞれの障害特性により異なっており、身

体障害では「自分で身のまわりのことができるかどうか」、知的障害では「生活する住居または施設があ

るかどうか」、精神障害では「生活費の負担ができるかどうか」が最も多くなっています。
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ノーマライゼーションプランの策定
背景

 本市では、法で策定を義務付けられている障害福祉に係る関連計画（障害者計画・障害福祉計画・障害児福

祉計画）を「ノーマライゼーションプラン」として一体的に策定し、障害福祉施策を総合的に推進しており、令和３

（2021）年度から令和８（2026）年度までを計画期間とする、『第５次かわさきノーマライゼーションプラン』を令和

３年３月に策定しました。

 令和５（2023）年度末に第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画の計画期間が終了することに伴い、

同計画について令和６年度以降の取組を位置付けた新たな計画を策定するとともに、社会情勢の変化やこれ

までの取組の進捗状況を踏まえ、障害者計画を含めた計画全体の中間見直しを行い、『第５次かわさきノーマ

ライゼーションプラン改定版』を令和６年３月に策定しました。
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社会情勢の主な変化と課題に対する対応方針
背景
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地域リハビリテーションの推進
取組

 高齢化の進展や支援ニーズの増加・多様化などに対応するため、年齢や疾病、障害の種別等で限定しない、

全世代・全対象型の地域リハビリテーション体制の構築に取り組んでいます。

 身体を動かせるようにするだけでなく、食事ができるようにする、洗濯をできるようにする、働けるようにすると

いった生活全体を支える取組を推進します。

 病院や施設ではなく生活の場である地域の中で、専門職だけではなく、生活に関わるあらゆる方が担い手とな

ってリハビリテーションを展開することにより、住み慣れた場所や自らの望む場所で質の高い生活を送り続ける

ことができるようにしていきます。

 身体を動かせるようにするだけでなく、食事ができるようにする、洗濯をできるようにする、働けるようにすると

いった生活全体を支える取組を推進します。

 病院や施設ではなく生活の場である地域の中で、専門職だけではなく、生活に関わるあらゆる方が担い手とな

ってリハビリテーションを展開することにより、住み慣れた場所や自らの望む場所で質の高い生活を送り続ける

ことができるようにしていきます。
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地域リハビリテーションの推進
取組

 重層的な支援体制による効率的で包括的な相談支援の提供をすることで、個々のニーズに対して迅速かつき

め細かな支援を提供しつつ、高度で専門的なニーズや多様なニーズにも対応できる体制を構築しています。

地域リハビリテーションセンターの統括を行うとともに、民間の事業者も含めた全市的なサービスの質の向上を図るため、調査研究・連携調整・人材育成を推進
しています。

３次相談機関として、ケアマネジャーや相談支援専門員が実施する相談支援において必要となる専門的な評価・判定や専門的な調整・助言を提供します。

２次相談機関として、権利擁護や虐待等による専門的な支援が必要な方を対象として、１次相談機関をバックアップします。
本市においては、こどもから高齢者まで全ての地域住民を対象とした包括的な組織として、平成２８年から設置しています。

総合リハビリテーション推進センター

地域リハビリテーションセンター

地域みまもり支援センター

総合リハビリテーション推進センター

日常生活上の困り事に対し
て、専門的に評価や調整・助
言を行い、生活の質を向上し

ます。

３次相談による評価の例
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日中活動系サービスを充実させる取組
取組

 日中活動系サービスとは、障害福祉サービスのうち、在宅等から施設へ通い、施設で目的に応じて日中活動

を提供するものを指します。

 障害のある方が住み慣れた地域で生活を継続していくため、各種法人が運営する事業所が、「生活介護」「自

立支援」「就労移行支援」「就労継続支援」の支援内容に応じたサービスを提供しています（令和５年９月現在

195事業所）。

 本市では、市独自の加算制度等により、支援ニーズに応じた様々なサービスを安定的に提供する体制の確保

に取り組んでいます。また、多摩区において通所施設の整備など日中活動の場の確保に向けた取組を推進し

ました。

●生活介護
常に介護を必要とする方に対し、主
に日中に障害者支援施設等で行わ
れる入浴、排せつ、食事などの介護
や創作的活動、生産活動などの支
援を行います。

【主な日中活動系サービスの支援内容】

●自立訓練
自立した日常生活または社会生活も
営むことができるよう、一定期間、身
体機能または生活能力の向上のた
めに必要な訓練などの支援を行いま
す。

●就労移行支援
一般企業への雇用又は在宅就労な
どが見込まれる方であって、就労を
希望する方に対し、生産活動などを
通じ就労に必要な知識及び能力の
向上のための訓練などを行います。

●就労継続支援
通常の事業所に雇用されることが困
難な方に対し、就労の機会を提供
し、生産活動などを通じ、必要な知
識及び能力の向上のための訓練を
行います。

サービスの
安定供給に
向けた支援

【補助制度】
・小規模生活介護事業所整備事業補助金

改修等により生活介護事業所を整備する
ものに対し、改修費等の施設整備費の一
部を補助するもの

【主な市単独加算制度】
・定率加算

入所者等の処遇向上を図ることを目的と
して給付費に上乗せして支弁するもの
・実績加算

支援の必要性が高い入所者等を受入れ
た場合の支援に対して支弁するもの
・支援体制加算

専門的なケアを要するため、職員体制を
確保している場合に対して支弁するもの



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実 20

グループホームの整備促進の取組
取組

 グループホームの新築・改修への補助等により、利用者の高齢化・重度化に対応した設備への

補助を含め、グループホームの整備や運営に対する支援によるグループホームの基盤整備に

取り組んでいます。

 入所施設からの地域移行や地域生活を希望する方が増加している一方で、グループホームの

入居率が高いことから、継続して地域での暮らしを実現するため、グループホーム整備促進に

取り組んでいます。

行動障害等の重度障害のある方、肢体不自由の方が利用
可能なグループホームの整備に対する補助を拡充

１ 新築・改修事業補助金の拡充

自立した住まいの場の１つとして、グループホームの設置を
毎年１００床ずつ増床し、地域の暮らしを実現

３ グループホーム設置の促進

川崎市障害者共同生活援助敷金等事業補助金や川崎市障
害者共同生活援助事業運営費補助金による支援を行うこと
で、グループホームの安定的な運営を確保

２ 安定的な運営の確保

令和３年度 令和４年度 令和５年度

1,545 1,636 1,692

〇利用者数の推移 （単位：人）

※令和３年度、令和４年度は３月実績、令和５年度は６月実績



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実 21

精神障害者の地域移行を促進する取組
取組

 精神障害者の地域移行支援は、精神科病院に１年以上入院されている方が、病院を
退院し、地域で生活できるよう支援するものです。また、定着支援は退院された方が地
域での生活を継続し、その人らしい生活が送れるよう支援するものです。

 取組においては、ピアサポーター、医療機関、地域相談支援事業所、行政機関などの
関係機関による協議を年６回開催しました。①人材育成ＷＧ②居住支援ＷＧ③社会資
源ＷＧ④業務整理ＷＧの４つのワーキンググループに分かれ取組を推進しました。

退院支援の実践
に向けた相談支
援体制等の充
実、取組の啓発
の手引きを作成
し、手引きの活用
研修会を開催し
ました。

人材育成

居住支援協議会と
共催の研修や住
宅と福祉連携の取
組に関する啓発な
ど、まちづくり局と
協同し、支援体制
の構築推進を図り
ました。

居住支援

当事者仲間の支え
合い、様々な場で
活躍など、支援者と
ピアサポーターの
協働を目指し、ピア
活動に関する支援
者向け座談会を開
催しました。

社会資源

支援対象者実態
調査、市内精神科
5病院のヒアリング

を実施し、退院に
向けたアプローチ
ポイントの抽出を
行いました。

業務整理



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実 22

精神障害者の地域移行を促進する取組
取組精神障害者地域移行・定着支援体制図



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実 23

障害児支援の充実に向けた取組①
取組

 急増する発達相談ニーズに対応するため、発達に心配のある子どもを対象とした「子
ども発達・相談センター」を整備するとともに、「地域療育センター」については、障害
者手帳の取得が見込まれるなど、より専門的な支援が必要な子どもに対象を特化す
ることで、障害児支援の充実に向けた取組を進めています。

 発達・障害特性に応じた相談支援を

適時適切に提供する体制整備

 保育所・幼稚園・学校等に対する支援

の充実



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

 発達に心配のある児童を対象とした、新たな相談支援機関として、令和３年１０月から、「子ども

発達・相談センター（きっずサポート）」を整備しています。

（令和３年度：川崎区・幸区 令和４年度：宮前区・多摩区 令和５年度：麻生区）

24

障害児支援の充実に向けた取組②

子ども発達・相談センターの整備促進

武蔵小杉駅南口地区東街区市街地再開発事業

きっずサポート たま
（R4.10 開設）

きっずサポート さいわい
（R3.10 開設）

きっずサポート かわさき
（R3.10 開設）

きっずサポート みやまえ
（R4.10 開設）

きっずサポート あさお
（R5.10 開設）

設置区に居住している児童が対象

取組



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

 日中活動系サービスの利用者数では、第１期策定時に

比較して2,635人の増加が見られており、Ｒ５実績（見込

）は、目標を７７人上回る見込みとなっています。

25

成果指標①の達成状況（目標達成）

日中活動系サービスの利用者数

成果

第１期
策定時
(H26)

R4 R5

目標
6,645人

/月
6,882
人/月

実績
4,324
人/月

6,609
人/月

6,959
人/月
（見込）

4,324 
4,740 

6,142 
6,609 

6,959 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H26 H28 R2 R4 R5(見込)

日中活動系サービスの利用者数

※令和５年度は見込人数



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

 グループホームの利用者数では、第１期策定時に比較

して７１８人の増加が見られており、Ｒ５実績（見込）は、

目標を１２３人上回る見込みとなっています。

26

成果指標②の達成状況（目標達成）

グループホームの利用者数

成果

第１期
策定時
(H26)

R4 R5

目標
1,493人

/月
1,593
人/月

実績
998
人/月

1,601
人/月

1,716
人/月
（見込）

998 
1,114 

1,437 

1,601 
1,716 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

H26 H28 R2 R4 R5(見込)

グループホームの利用者数
人/月 ※令和５年度は見込人数



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

 長期（１年以上）在院者数は、６５歳未満は減少し

ているものの、６５歳以上については第１期策定

時と比較し、８８人の増加が見られました。６５歳

以上は４８人、６５歳未満は３４人、目標を下回っ

たことから、取組の中で抽出した退院に向けたア

プローチポイントへの支援力強化を推進します。

27

成果指標③の達成状況（目標未達成）

長期（１年以上）在院者数（精神障害）

成果

第１期
策定時
(H26)

R4 R5

目
標

６５歳以上 ２９０人以下 ３９３人以下 ３８５人以下

６５歳未満 ２７１人以下 ２２３人以下 ２１２人以下

実
績

６５歳以上 ３４５人 ４４４人 ４３３人

６５歳未満 ３０６人 ２８１人 ２４６人

345

444 433

306
281

246

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

第１期策定時 令和４年度 令和５年度

長
期
在
院
者
数
（
人
）

長期在院者数の推移（令和４年度～５年度）

６５歳以上 ６５歳未満



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

 入院後１２カ月時点での退院率は９１．２％※で、一年以上の入院者は一定の規模で流入して

おり、在院期間別内訳においても１年以上５年未満の入院者が最も多く、入院が長期化するこ

とによって退院意欲の低下、家族からの孤立、社会との交流の減少等の退院を阻害する要因

が悪化するため、入院早期から地域移行支援を視野に入れた支援体制を地域の関係機関と

ネットワークを構築しながら整える必要があります。

28

成果指標③の成果分析

長期（１年以上）在院者数（精神障害）

成果

431

149

83

62

１年以上５年未満

５年以上１０年未満

１０年以上２０年未満

２０年以上

0 100 200 300 400 500

（令和４年度）

在院期間

398 

143 

77 

61 

0 100 200 300 400 500

１年以上５年未満

５年以上１０年未満

１０年以上２０年未満

２０年以上

（令和５年度）

在院期間

長期在院者の在院期間別（人数）

※出典：令和元年度厚生労働科学研究「医療計画、障害福祉計画の効果的なモニタリング体制の構築のための研究」（研究代表者：山之内芳雄）」からの報告NDBデータを活用して算出



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

 精神科病院に入院中の患者に対して、相談支援事業所が病

院に訪問し、退院後の生活ニーズを汲み取りながら外出同

行、社会資源の利用調整、退院後の住居確保等を含む地域

移行支援を実施し、Ｒ４・５実績はいずれも目標を達成してい

ます。

29

成果指標④の達成状況（目標達成）

市内の相談支援事業所が、精神障害者の地域移行支援を
実施した人数

成果

第１期
策定時
(H26)

R4 R5

目標 ６１人 ６１人

実績
第３期か
ら設定

７１人 ７３人

45

71 73

0
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40
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60

70

80

令和３年度 令和４年度 令和5年度

地
域
移
行
支
援
数
（
人
）

相談支援事業所による地域移行支援数（令和３年度～５年度）



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

 子ども発達・相談センターでは、児童の特性に合った対応方法や、福祉サービスの利用につい

て記載した「支援方針（今後の支援の方向性や手立て等を整理した書面）」を保護者へ交付し、

児童が通う保育所や学校等と共有することで、児童の発達状況に応じた支援の充実に取り組

みました。

30

その他成果（数値で把握できる補足指標）
成果

子ども発達・相談センターが交付した支援方針の件数

R4 R5

目標 １５以上 １５以上

実績 １７ ２１

支援方針＝

●子ども発達・相談センターが支援の一環として保護者に交付する
「支援方針」の交付件数（１区あたり／月あたりの件数）

●全市の合計件数

R4 R5

実績 ６１６ １，１３４
【子ども発達・相談センター（きっずサポート）の支援イメージ図】



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

 発達に心配のある児童を対象とした子ども発達・相談センターと、障害児及びその疑いのある

児童を対象とした地域療育センターを運営し、専門職による評価・診断等に基づく支援を行うこ

とで、障害児等及びその家族が地域で生活しやすい環境づくりに取り組みました。

31

その他成果（数値で把握できる補足指標）
成果

地域療育センター及び子ども発達・相談センターの新規相談件数

R4 R5

目標 ― ―

実績 2,497人 2,711人
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1085
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地域療育センターと子ども発達・相談センターの新規来所者数

地域療育センター 子ども発達・相談センター



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

 地域療育センターでは、保育所・幼稚園・学校等を訪問し、障害特性に応じた対応や環境設定

について助言することで、地域における障害児支援の充実を図るとともに、インクルージョンの

推進に向けて取り組みました。

32

その他成果（数値で把握できる補足指標）
成果

地域療育センターの訪問による関係機関等支援の実施回数

R4 R5

目標 800回 850回

実績 1,063回 1,081回
708
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1063 1081
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

地域療育センターの訪問による関係機関等支援の実施回数



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

・関係機関ネットワーク構築に向けた取組

・保育所や学校における取組

・災害対策

 医療的ケア児支援に関する協議の場として、市内医療機関や訪問看護ステーション、福祉事業

所や行政等の代表者で構成される「医療的ケア児連絡調整会議」を年２回開催し、情報共有を

行うとともに、今後の施策の展開に向けた協議を行いました。

33

その他成果（数値で把握できる補足指標）
成果

川崎市医療的ケア児連絡調整会議の開催回数

「知ってほしい医療的ケアのこと
～支援者のためのハンドブック～」

（令和5年川崎市発行）

R4 R5

目
標

２回 ２回

実
績

２回 ２回

令和5年度の主な議題



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

 障害福祉サービスを提供する事業所に対して、市独自の支援（市単加算・運営費

補助等）を実施することで、利用者の処遇改善等及び事業所の安定運営が図られ

ています。

34

その他成果（定性的な成果）

障害福祉サービス事業所への市独自の支援

成果

 多摩区において通所施設の整備など、障害の

ある方の地域での生活の場や日中活動の場

の確保に向けた取組を推進し、障害者の自立

した地域生活を支援する基盤の充実を図りま

した。

障害のある方の日中活動の場の確保



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

 施策の成果指標については、一部を除き目標を達成しており、配下の事務事業については、「地域療育
センター等の運営」については令和４年度に宮前区・多摩区に、令和５年１０月には麻生区に各区１か所
の子ども発達・相談センター整備するなど連携強化に向けた取組を推進しました。また、「障害者日常生
活支援事業の推進」については、地域における生活の場（グループホーム等）や日中活動の場（通所施設
等）の運営支援等により、グループホームの住居を１００名程度増床し、地域での暮らしを実現・継続する
ことができるよう取組みました。「障害者支援制度実施事業」のうち、事業所の個別指導・監査については
、令和４・５年度の２箇年のうち、令和４年度について、利用者への新型コロナウイルスの感染防止対策
の一環として、国の指導のもと、個別の実地検査を控え、全事業所への集団指導のみとした結果、目標
未達となってしまいましたが、その他の事業についてはほぼ目標を達成していることから、「障害者が生
活しやすい環境をつくる」という直接目標の達成に向けて、一定の進捗がありました。

 成果指標である「長期（１年以上）在院者数（精神障害）６５歳以上」については、対象層の主たる疾患が
認知症など、治療が長期化しやすいことから、目標達成には至りませんでした。また、「長期（１年以上）在
院者数（精神障害）６５歳未満」については精神科病院に入院中の患者に対して個別支援を実施するとと
もに関係機関との協議会を開催するなど、地域移行支援の取組を推進し、一定の成果が見られました。
また、関係機関との協議会の中で、令和４年度・５年度にかけて、アプローチポイントの抽出を実施しまし
た。ポイントの中では、居住・生活能力・家族支援を強化していくことで更なる地域移行の推進を見込める
ことがわかりました。
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施策の進捗状況

B一定の進捗がある（目標達成に向けて進捗している）施策の進捗状況

理 由

まとめ

【施策の進捗状況区分】
Ａ 順調に推移している（目標を達成してる）、Ｂ 一定の進捗がある（目標達成に向けて進捗している）
Ｃ 進捗が遅れている（目標達成が遅れる可能性がある）、Ｄ 進捗は大幅に遅れている（目標達成が難しい可能性がある）



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実

 配下の事務事業はほぼ目標を達成しており、一部を除き、成果指標の目標を達成や直接目標の達成に
つながっていることから、各事務事業の取組を引き続き推進していきます。

 配下の事務事業である「地域療育センター等の運営」については、市内４か所（公設民営３・民設民営１）
の地域療育センターと、令和３年度から順次整備している子ども発達・相談センターとが効果的な連携を
図り、専門的かつ総合的な相談支援や療育等を提供することで、発達に不安のある児童や障害児、その
疑いのある児童及びその家族が、地域で生活しやすい環境づくりを推進するとともに、子ども発達・相談
センターについては、未設置区への設置を進め、支援体制の強化を図ります。また、「障害者支援制度実

施事業」のうち、事業所の個別指導・監査については、時間短縮や少人数対応等により効率性を高めな
がら、適切に実地指導を行います。

 成果指標である「長期（１年以上）在院者数（精神障害）６５歳未満」、「長期（１年以上）在院者数（精神障
害）６５歳以上」及び「市内の相談支援事業所が、精神障害者の地域移行支援を実施した人数」について
は、関係支援機関を対象とした協議の場面を通じて支援ネットワークを構築しながら支援の裾野を広げ、
受け入れ条件が整えば退院可能な患者に対して支援が提供できるよう検討していきます。なお、成果指
標である長期在院者数については、令和5年度は目標未達成となっており、今後は地域移行支援に関す
る手引きを作成し従事者への啓発を進めるとともに、1年以上入院している在院者を対象とした退院に向
けたアプローチポイントを地域と共有する取り組みを精神科病院と連携しながら進めていきます。
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施策の今後の方向性

Ⅱ 概ね効果的な構成である（一部見直し等の余地がある）今後の方向性

まとめ

【今後の方向性区分】
Ⅰ効果的な事業構成である（現状のまま継続する）、Ⅱ概ね効果的な構成である（一部見直し等の余地がある）
Ⅲあまり効果的な事業構成でない（見直し等の余地が大きい）、Ⅳ事業構成に問題がある（抜本的な見直し等が必要である）

理 由




